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我が国の防災対策の推移

阪神・淡路大震災

伊勢湾台風

台風，洪水，土砂災害など 地震，津波 火山災害



阪神・淡路大震災の被災状況阪神・淡路大震災の被災状況

日時：１９９５年１月１７日日時：１９９５年１月１７日 午前５時４６分午前５時４６分

規模：マグニチュード７．３規模：マグニチュード７．３

死者（不明含）：６，４３６人死者（不明含）：６，４３６人

避難者：３１６，６７８人避難者：３１６，６７８人

全壊家屋：１１１，１２３棟全壊家屋：１１１，１２３棟

半壊家屋：１３７，２８９棟半壊家屋：１３７，２８９棟

被害額：９兆９，２６８億円被害額：９兆９，２６８億円



阪神・淡路大震災からの復興阪神・淡路大震災からの復興

震災直後

震災から約５年後



脆弱性軽減に向けた取組み脆弱性軽減に向けた取組み

○市街地等の整備
被災市街地復興特別措置法 等

○インフラ設備に係る防災性の向上
幹線共同溝や電線共同溝整備や水道施設耐震化向上 等

○災害時の拠点となる公共施設の整備 等
学校施設の防災機能の整備，官公庁施設の耐震化，道路構造基準の改定 等

①防災の観点の復興計画への組み入れ

無秩序な建築等による安全上・環境上劣悪な市街地が再生されることを防止
⇒ ２年以内の建築行為制限（１６地区，２８９．５ｈａ）



脆弱性軽減に向けた取組み脆弱性軽減に向けた取組み

○災害ボランティア延べ１３８万人（１年間）⇒ボランティア元年
・特定非営利法人活動促進法（ＮＰＯ法）の制定（１９９８年）
・防災とボランティアの日，防災とボランティア週間の制定

○自主防災組織の活動支援

○防災訓練の実施・防災学習の推進

○まちづくり協議会（住民主体のまちづくり活動）の活動支援

②パートナーシップと市民の防災意識の向上

（１月１７日） （１月１５日～２１日）



脆弱性軽減に向けた取組み脆弱性軽減に向けた取組み

○災害対策基本法の改正
→ 緊急災害対策本部の組織・権限の強化，現地対策本部の法定等

○地震防災対策特別措置法の制定等
→避難地、避難路等の整備、小・中学校の耐震化等地震に強いまちづくり推進

○防災担当大臣の新設

○中央防災会議の体制強化

○初動体制の整備（危機管理センター・緊急参集チーム等）

○防災基本計画及び地域防災計画を具体的かつ実践的記
述に見直し

③防災体制・法的枠組の充実



課題と対応課題と対応 減災効果の高い施策の強化

① 住宅等の耐震化

８割が圧死

全国的に進まない
耐震化

新たな防災戦略の必要性
（明確な目標設定・共有化）



課題と対応課題と対応 減災効果の高い施策の強化

②地域コミュニティ（自助・共助）の重要性

約８千人

約２．７万人
近隣住民等に
より救出

警察、消防、
自衛隊救出

要救助者約３．５万人のうち

河田恵昭「大規模地震災害による人的被害の予測」
（阪神淡路大震災教訓情報資料集）



地震防災戦略の策定に向けて地震防災戦略の策定に向けて

【具体的項目（下位目標）】
○学校，病院，社会福祉施設，庁舎の耐震化，海岸堤防・水門 等の整備，

観測体制・津波情報提供体制の整備の重点実施
○耐震化を促進するプログラムの策定，総合的耐震診断・耐震補強の促進
○企業の業務継続計画（ＢＣＰ）策定を促進する環境整備と支援措置
○首都圏，東海地震強化地域等におけるライフライン，金融システム，交通

ネットワーク等の早期復旧を促進する環境整備と支援措置
○防災まちづくり、地震保険の普及促進 など

具体的目標

（減災目標）

「今後○年間で東海地震による人的被害

及び経済被害を半減させる」

中央防災会議での決定



防災上の課題に係る防災上の課題に係る
政策決定の実施方法政策決定の実施方法

※現在設置している専門調査会
○東南海、南海地震等に関する専門調査会
○災害教訓の継承に関する専門調査会
○首都直下地震対策専門調査会
○民間と市場の力を活かした防災力向上に関

する専門調査会
○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関す

る専門調査会



国連防災世界会議

日程：２００５年１月１８日～２２日 場所：兵庫県神戸市
目的：２１世紀の新しい防災戦略を策定
対象：国連加盟国，国際機関，NGO，防災専門家等

日本での開催を総会
で議決（２００３年１２月）

中央防災会議決定（２００３年５月）
閣議決定（２００３年７月）
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国際防災戦略活動開始総会で議決

横浜戦略レビュー総会で議決

国際防災の推進に貢献
○アジア防災センター設立

○アジア防災会議2002,2003,2004 等

阪神・淡路大震災

国連防災世界会議（横浜市）を開催
「より安全な世界に向けての横浜戦略」を採択

「国際防災の１０年」総会で議決

国際防災の１０年推進本部閣議決定

防災局設置国土庁

国 連 日 本

国国 際際 防防 災災 のの 歩歩 みみ



我が国の国際防災協力我が国の国際防災協力

国際機関を通じた国際協力

アジアにおけるリーダーシップ

政府開発援助（ＯＤＡ）

○ 国連国際防災戦略事務局（ＩＳＤＲ），国連人道問題調整部（ＯＣＨＡ）等への拠出
○ 国連世界防災白書の発行（２００２年）

○ アジア防災センターの設立（兵庫県神戸市，１９９８年）

○ 技術協力

・研修
・専門家，青年海外協力隊，シニア海外ボランティアの派遣
・技術協力プロジェクト（ＪＩＣＡによる専門家の派遣，研修員の受入，機材の供与）
・国際緊急援助（国際緊急援助隊，緊急援助物資の供与）

○ 有償資金協力
○ 無償資金協力



国連防災世界会議の成果への期待国連防災世界会議の成果への期待

２００５年

兵庫会議

○防災政策の各国主要政策としての取り上げ

○災害発生，応急対応，復旧・復興，さらに減災といった防災

サイクルを全体でとらえた各国での取り組み 等

被災国のよりよい復興を支援する国際的な体制が必要

その一つ 将来の防災のためのよりよい復興が不可欠



災害復興計画に対する国際協力のあり方災害復興計画に対する国際協力のあり方

復興計画
災害による被害をうけた地域において，より災害に強い地域づくり
を進める観点を盛り込んだ計画とすることが重要

人づくり

仕組みづくり ノウハウの共有

国際協力のあり方 我が国の取り組み

その後の復興計画も視野に入れた支援

災害応急対応中心の支援 過去の災害から経験

積極的な国際貢献を推進
（ノウハウの提供，専門家派遣等）

望ましい復興計画の樹立



THANK YOU


